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1　はじめに

　前報では具体的に地震を設定して被害計算を行なっ

た。本報では地震リスク対策を実際に講じる際、保険

やデリバティブに頼り、 企業の地震リスクの回避を行うのでは

なく、 災害の被害自体を減らす為に社会基盤に投資する手

法を提案する。

３　防災投資の有効性に関する評価　

3.1　年間損失期待額の算出方法の提案

　企業の地震リスク対策としての投資額（これを防災

投資と定義する）を考える場合には、想定される全て

の地震に関して、1年あたりの発生確率を考慮して計

算した被害額の期待値である「年間損失期待額」が必

要である。例えば地震保険は、建物と建物設備の年間

損失期待額を算出し、保険会社と再保険会社の十分な

利益を加算して算出される。ただし、地震保険は個別

のケースで算出され、海外の再保険会社がなかなか再

保険を引き受けないため保険として成立しにくい。実

際には年間損失期待額よりも保険料は大幅に高くな

る。年間損失期待額はハザードグラフとロスグラフを

合わせて作ったグラフである「リスクカーブ」を積分

したものによって算出される。ハザードグラフは地震

調査研究推進本部（以下推本）のデータより算出した

（図 1）注 1）。また詳細なデータは新宿のものしか公表

されていなかったため、新宿の基盤地盤のＳ波最大速
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図 1　ハザードグラフ
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3.2　営業停止被害による年間損失期待額の算出

　営業停止被害は現在の地震保険では補償されないた

め、営業停止被害の年間損失期待額は、現在の地震保

険の保険料にはあたらないが、防災投資に企業が負担

する額として最も適正であり、企業の経営判断によっ

て地震デリバティブや防災投資にまわしても良い額

であると考える。そこで本論文では非常時 3日間の営

業停止被害の年間損失期待額の安全街区の有無での低

減を安全街区への投資として有効な額であると提案す

る（図 2）。

２　社会的防災投資の必要性の検討

　日本の地震保険では住宅 （5000万まで） と家財 （1000万

まで） は国が再保険を引き受けることで地震保険が成立して

いるが、企業向けの地震保険は国家の再保険制度がないの

で、損害保険各社は巨大災害に備えた再保険を海外の保険

会社などで個別に手当てしており、 その範囲内でしか引受ら

れないため加入できない場合が多い。 またＡＲＴ （代替的リス

ク移転） は天候デリバティブ、 地震デリバティブ、 地震債券、

災害債券、 コンティンジェント・キャピタル等の保険ではない

リスクの移転方法であるが、 企業の地震リスクをカバーでき、

明瞭な補償金が支払われるというメリットがあるが、 社会的な

防災投資になっていないというデメリットがある。保険やデリバ

ティブにのみ投資が行なわれるようでは、企業の地震リスクの

回避は出来ても、 災害の被害自体を減らすことには繋がって

いない。 社会基盤に投資したほうが社会的にも企業評価は

高まり、また一度の災害だけでなく将来的に長期間の効果を

期待することができる。

度に、大丸有地域の各メッシュごとの増幅率を使った

値を地表面のＳ波最大速度として利用した。
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図 2　年間損失着期待額の算出方法

　この営業停止被害の算出は前報で設定したＰＧＶ毎

のインフラの被害率を使って、建物毎に損失額を求

め、大丸有地域全体の被害額を合計した。前報の手法

を用いて建物被害とインフラ被害を求め各ケースの場

合のロス関数を作成した（図 3）。
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図 5　営業停止被害の年間損失期待額
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図 4　営業停止被害のリスクグラフ（CASE1）
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3.3　安全街区による地震リスク投資の検討

最後に、この金額によって、安全街区のシステムが構

築できるかどうか、最低限の範囲で安全街区の建設コ

ストの試算を行なった。安全街区の建設コストである

が、完全自立型とネットワーク型で分けて考えるもの

とする。コスト算出の為に既存の共同溝の建設コスト

やＣＧＳの導入コストを利用して計算し（表 1）、

立坑部分でどの程度費用がかかるのかを見積もるため

の検討を行なった。これらの検討を行うことによっ

て、建設費は下記の程度になると算出できた。これ

に、貯水槽や受電設備、ポンプなど様々なコストが考

えられるが、工事費の大部分を占める躯体とＣＧＳ導

入のコストを勘案することで大まかなコストを算出し

た（図 6）。他のコストを足し合わせてもこれの 2倍以

単位 調査方法
立坑躯体工事費 23.6万円／ｍ3 日比谷共同溝・虎ノ門立坑工事費

横坑工事費 37.12億円/ｋｍ ヒヤリング（ＮＡＴＭ工法）
ＣＧＳ導入費 16万円/ｋＷ ＣＧＳ導入マニュアル、ヒヤリング

表 1　算出設定
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図 6　ライフスポット建設額
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４　結論と展望

4.1　結論

　安全街区への防災投資として、年間損失期待額の概

念を応用して企業の防災投資額を算出する新たな手法

を提案した。営業停止被害のリスクを考えると年々防

災投資として大丸有地域の全企業で安全街区に最低約

44億円程度投資しても妥当であると考えられることを

示した。
4.2　今後の展望

　安全街区の提案は最低限の地域を限定したものであ

り、供給対象外とした範囲や供給対象外とした種類の

施設であっても安全街区が社会的に認められ実施され

る段階になれば検討されるべきである。他の地域で検

討を行なう場合には火災危険度、火災の延焼危険度を

被害計算でどう扱うかが重要となると考えられる。
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図 3　営業停止被害のロスグラフ（CASE1）
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内に収まるであろう事から、自立型は現実的ではない

が、ネットワーク型ではもし大丸有全ての企業が防災

投資を行うと仮定すればかなり実現性の高い提案であ

ると考えられる。
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注 1）ここで用いた推本データは全ての地震を総合したものであり、地震の

周期の取り方によって、最大ケースと平均ケースがあったが、両方の値

を用いて試算してみたところ大丸有地域では大きな差はなかったため、

平均ケースを利用することとする。

リスクカーブを作成し（図 4）、年間損失期待額を算出

した結果、ＣＡＳＥ 1からＣＡＳＥ2で年間約 44億円

低減することが得られた。そこでこの約 44 億円を防

災に投資しても妥当な額であると考える（図 5）。これ

までの検討によって安全街区の構築に関して営業停止

損害のリスクを考えると、年々約 44 億円投資しても

妥当であることが提案できた。
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